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顔面および口腔内の過敏症状を有する要介護高齢者の

口腔機能および栄養状態に関する実態調査
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目的 介護の現場において口腔のケア実施を困難にしている要因の一つとして，拒否とみられる行

動がある。その行動の背景因子として，過敏症状が挙げられる。顔面や口腔内に過敏症状を有

すると，口唇に力が入り口を開けられない，食いしばりなどの行動につながるため，口腔のケ

ア実施を困難にしていると考えられる。過敏症状については障がい児を対象とした報告は多い

が，要介護高齢者を対象とした報告が少なく，その実態も明らかになっていない現状がある。

そこで本調査は，顔面および口腔内に過敏症状を有する要介護高齢者の日常生活動作を含む基

礎情報，口腔および栄養状態の実態を把握することを目的とした。

方法 都内の某特別養護老人ホーム入居者80人（男性 8 人，女性72人，平均年齢91.1±6.2歳）を

対象とした。調査項目は，過敏症状の有無，性，年齢，要介護度，認知症高齢者の日常生活自

立度（生活自立度）などの基礎情報，嚥下状態，むせ，口腔内残留物の有無などの口腔に関す

る情報，血清アルブミン値（Alb），Body Mass Index（BMI）などの栄養に関する情報とした。

過敏症状の有無は，顔面（額，頬，口の周囲）および口腔内（頬粘膜，口腔前庭，口蓋）を調

査部位とし，順に顔面は手掌，口腔内は人差し指の腹で触れて評価した。触れた部位を中心に

局所的あるいは全身的に痙攣を生じた場合や，口唇や顔面を硬直させて顔をゆがめるなどの変

化があらわれたものを「あり」とした。過敏症状の有無により 2 群に分類し，x2 検定および

Mann-Whitney の U 検定を用いて検討を行った。なお本調査は東京医科歯科大学歯学部倫理

審査委員会の承認を受けて実施した（第972号）。

結果 過敏症状を有する者は18人（22.5）であった。過敏症状の有無による比較の結果，要介護

度，生活自立度，むせの有無，口腔内残留物の有無，嚥下状態，Alb，BMI において有意差が

認められた（P＜0.05）。
結論 顔面や口腔内に過敏症状を有する者は，要介護度が高く，認知症高齢者の生活自立度が低下

していることが明らかとなった。また，摂食嚥下機能，栄養状態が低下していることから，過

敏症状に配慮した口腔のケア，栄養改善，食支援が必要であることが示唆された。
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 緒 言

超高齢社会の日本において，65歳以上の認知症患

者数の増加に伴い，今後も要介護認定者数は増加す

ることが予想される1)。また，口腔のケアの重要性

は広く知られており2,3)，歯科衛生士による専門的

口腔ケアを要介護高齢者に実施したところ，2 年間

で誤嚥性肺炎に罹患した者の割合が有意に低かった

という報告もある4)。すなわち要介護高齢者への口

腔のケアは必須であると言える。しかし，要介護高

齢者の口腔のケアを実施するにあたり困難な場合も
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ある。その要因の一つとして拒否とみられる行動が

注目されている5～10)。その背景因子として過敏症状

が考えられている5,11,12)。過敏症状は，症状を有す

る部位に触れた際，その部位を中心として局所的あ

るいは全身的に痙攣を生じる，口唇や顔面を硬直さ

せて顔をゆがめるなどの反応を呈するものと定義さ

れている11～13)。口腔内に過敏症状を有すると，口

唇に力が入り口を開けられないなどの拒否とみられ

る行動につながり5)，口腔のケア実施を困難にして

いると考えられる。しかし，要介護高齢者の過敏症

状は注目されている症状の一つであるが，その実態

については明らかになっていないことが多く，要介

護者を対象とした報告は，われわれが渉猟し得た範

囲では田村らの論文だけであった11,14,15)。田村ら

は，療養型老人保健病院および老人保健施設に入

院・入居中の要介護者42人を対象に調査を実施し，

過敏症状の有無による栄養摂取方法，歯数，口腔ケ

アの頻度，歯ブラシの使用，口腔衛生状態等を比較

検討している11)。また，過敏症状の要因分析につい

ても報告しているが14)，いずれも同調査のデータを

用いている。一方，障がい児を対象とした過敏症状

の研究は，数多く報告されている16～20)。田子ら

は16)，新生児・乳児期を対象に行った研究で摂食拒

否群では口腔の感覚過敏を有する者が有意に多かっ

たと報告している。また，村田らは17)，摂食嚥下機

能発達障害の重症度と，口腔周囲の過敏の有無およ

び捕食時の口唇閉鎖の可否との関連を報告してい

る。このように，過敏症状は摂食嚥下機能と関連が

あるため，実態を明らかにするためには，嚥下の状

態や栄養状態についても検討する必要があると考え

た。

そこで本調査では，顔面および口腔内に過敏症状

を有する要介護高齢者の日常生活動作を含む基礎情

報，口腔および栄養状態の実態を把握することを目

的に，要介護高齢者80人の実態調査を行った。

 研 究 方 法

. 研究対象

都内の某特別養護老人ホームの全入居者80人（男

性 8 人，女性72人，平均年齢91.1±6.2歳）を対象

とした。

. 調査内容

1) 調査項目

 過敏症状の有無

対象施設の担当歯科医師 1 人と歯科衛生士 2 人が

対象者全員をそれぞれ調査した。調査部位は，顔面

（額，左右の頬，口の周囲）および口腔内（左右の

頬粘膜，上下顎の口腔前庭，口蓋）とし，調査部位

を順番に顔面は手掌，口腔内は人差し指の腹で触れ

て調査した11～13)。触れた部位を中心に局所的ある

いは全身的に痙攣を生じた場合や，口唇や顔面を硬

直させて顔をゆがめるなどの変化があらわれ，調査

員 3 人の判定がともに「あり」だったものを「過敏

症状あり」とした。また本調査では，調査員によっ

て判断が異なった者や，触れられた部位を中心とし

た筋肉の収縮はみられず，ただ単に顔をそむける，

首をふるなどの明らかに嫌がる様子をみせ，規定の

触診ができなかった者は，拒否反応として，過敏症

状とは区別した。

 基礎情報

年齢，性，認知症の有無，要介護度，認知症高齢

者の日常生活自立度（以下，生活自立度），会話の

可否，歯磨き自立度，食事介助の状態を施設の介護

記録から転記した。

生活自立度は，日常生活を熟知した介護職員が，

から M の 7 段階で判定した21)。

会話の可否については，日常生活の発話状況につ

いて担当施設職員から聴取するとともに，口腔内観

察時に挨拶や調査員の指示に対して返答をした場合

「会話ができる」と判断した。

歯磨き自立度および食事介助の状態については，

「なし」，「一部介助（声掛けや一部見守りを必要と

する）」，「全介助」の 3 段階で判定した。

 口腔に関する情報

現在歯数，機能歯数，義歯使用の有無，口腔清掃

度，口臭，口腔内細菌数，口腔乾燥度，開口の可

否，開口度を歯科衛生士 1 人が調査した。また，1
日の口腔のケア回数，うがいの可否，水分摂取時の

とろみ剤使用の有無，嚥下の状態については施設の

口腔のケアに関する記録および介護記録から転記し

た。むせの有無，食べこぼしの有無，口腔内残留物

の有無は施設職員が評価した。

現在歯数は，残根を含まない天然歯の数，機能歯

数は，現在歯数とデンタルインプラントやポン

ティック（欠損歯を修復する人工歯），義歯などで

欠損補綴されている補綴歯数の総和とした。義歯使

用の有無は，食事時の義歯装着状況で判断した。

口腔清掃状態として，Oral Hygiene Index（口腔

清掃指数）の Debris Index の基準をもとに調査し

た22)。「歯垢の付着なし」を 0 点，「歯垢が歯冠 1/3
以内か範囲に関係なく着色付着」を 1 点，「歯垢が

歯冠 1/32/3 に付着」を 2 点，「歯垢が歯冠 2/3 以

上に付着」を 3 点として 4 段階で判定した。評価部

位は，上下顎の左右の臼歯部および前歯部の計 6 部

位であり，義歯についても同様に評価した。それぞ

れの部位ごとに，頬側面および舌側面を別に観察



353353第64巻 日本公衛誌 第 7 号2017年 7 月15日

し，最高値を代表値とした。最終的に各評価部位の

合計値（最大 6 点）を評価部位数で割った値を口腔

清掃度とした。

口臭は UBC（The University of British Columbia）
式官能検査の基準「0臭いなし」，「1非常に軽

度」，「2軽度」，「3中等度」，「4強度」，「5非

常に強い」に基づき 6 段階で評価した23,24)。

口腔内細菌数は，口腔内細菌測定装置細菌カウン

タ（Panasonic，東京，日本）を用いて，舌背中央

部および左側臼歯部歯頚部の細菌数レベルを測定し

た。各部位ともに，約 1 cm 分の長さを目安とし，

定圧検体採取器具を用いて，綿棒が水平になった状

態で 3 回擦過して検体を採取した。また，食事摂取

による影響を考慮し，検体採取時刻は昼食前とし

た。対象歯がなく，左側臼歯部頚部の検体を採取で

きない場合には，同部位の顎堤部（歯肉粘膜）から

採取した。

口腔乾燥度は，口腔乾燥症の臨床診断基準に沿っ

て舌粘膜の乾燥度を 4 段階で評価した25)。「0 度

（正常）口腔乾燥や唾液の粘性亢進はない」，「1 度

（軽度）唾液の粘性亢進がみられやや唾液が少な

い，唾液が糸を引く」，「2 度（中等度）唾液が極

めて少ない，細かい泡がみられる」，「3 度（重度）

唾液が舌粘膜上にみられない」で分類した。

開口の可否は，調査員の指示または模倣により開

口した者を「開口できる」とした。開口度は，上下

前歯部に現在歯あるいは補綴歯がある場合のみ，ノ

ギスを用いて数値を測定した。

うがいの可否は，ぶくぶくうがい（口腔含嗽）の

実施の可否を判定した。

嚥下の状態については，担当歯科医師が「良好」，

「時々むせる」，「困難」の 3 段階で評価した。

むせ，食べこぼし，口腔内残留物の有無について

は，食事介助を担当している施設職員が評価した。

食事時によくむせる者および食べこぼしがある者を

それぞれ「あり」とし，口腔内残留物は食事後の歯

磨きの際に口腔内に食事の溜め込みが顕著に認めら

れる者を「あり」と判断した。

 栄養に関する情報

Body Mass Index（以下，BMI），血清アルブミ

ン値，栄養摂取方法，主食および副食の食形態につ

いて，入所，介護記録から転記した。BMI および

血清アルブミン値は，最近 1 か月以内の値を用いた。

栄養摂取方法は，経口摂取または胃瘻に分類し

た。主食および副食の食形態については，常食また

は常食以外の 2 つに分類した。

2) 統計学的分析

過敏症状の有無により，「過敏症状あり群」と

「過敏症状なし群」に分類し，2 群間比較を行った。

カテゴリ変数は x2 検定，連続変数は Mann-Whit-
ney の U 検定を用いた。統計分析には， SPSS
Statistics20（IBM，東京，日本）を用いて，有意

水準 5未満を有意差ありとした。

3) 倫理的配慮

本調査は，平成26年 1 月 8 日東京医科歯科大学歯

学部倫理審査委員会の承認を受けて実施した（第

972号）。

対象者本人または家族，施設長に対して，本調査

の目的，方法等について，また承諾を撤回できる

旨，および撤回により不利益な対応を受けないこと

を説明し，同意書に署名を得られた者のみを対象と

した。

 研 究 結 果

. 過敏症状

過敏症状を有する者は18人（22.5）であった。

本調査では，規定の触診を行えなかった者，拒否と

判定された者はいなかった。

. 基礎情報

対象者80人のうち，現病歴に認知症がある者が68
人（85.0）であった。要介護度は，要介護 5 が33
人（41.3）と最も多く，次いで要介護 3 が22人

（27.5）で，要介護度の平均±SD は4.0±1.0であ

った。生活自立度は，a が18人（22.5）で最も

多く，会話ができる者は56人（70.0）であった。

過敏症状の有無による比較を行ったところ，年

齢，性別，認知症である者の割合に有意差はなかっ

たが，過敏症状あり群の方が，有意に要介護度が高

く，生活自立度，会話ができる者の割合，歯磨きお

よび食事が自立している者の割合が有意に低かった

（表 1）。
. 口腔に関する情報

全対象者の現在歯数，機能歯数の平均±SD はそ

れぞれ6.8±9.0歯，21.2±10.7歯であり，義歯を使

用している者は53人（66.3）であった。口腔清掃

度の平均±SD は2.5±1.4，舌の口腔内細菌数レベ

ルの平均±SD は4.2±1.2であった。開口できる者

68人（85.0）のうち，開口度を測定可能であった

56人の平均±SD は27.6±10.1 mm であった。1 日

の口腔のケア回数は 3 回が59人（73.8），1 回が

21人（26.3）であり，総義歯の者に対しても施設

職員が口腔のケアを 1 日 1 回は必ず行っていた。ま

た，水分摂取時にとろみ剤を使用する者 25人
（31.3），食事時にむせる者34人（42.5），口腔

内残留物のある者は43人（53.8），嚥下状態が良

好である者は50人（62.5）であった。
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表 過敏症状の有無による群間比較（基礎情報)

全 体 過敏症状あり群 過敏症状なし群
P 値 test

Mean±SD Median n  Mean±SD Median n  Mean±SD Median n 

年齢 （歳） 91.1±6.2 92 80 90.2±4.7 91 18 91.3±6.6 92 62 n.s. b
性 男性 8 10.0 1 5.6 7 11.3 n.s. a

女性 72 90.0 17 94.4 55 88.7
認知症 （あり） 68 85.0 17 94.4 51 82.3 n.s. a
要介護度 4.0±1.0 4 4.9±0.3 5 3.8±0.9 4  b

1 0 0.0 0 0.0 0 0.0
2 4 5.0 0 0.0 4 6.5
3 22 27.5 0 0.0 22 35.5
4 21 26.3 2 11.1 19 30.6
5 33 41.3 16 88.9 17 27.4

生活自立度 3.7±1.4 4 5.7±1.4 6 4.4±1.6 4  b
 2 2.5 0 0.0 2 3.2
a 5 6.3 1 5.6 4 6.5
b 12 15.0 0 0.0 12 19.4
a 18 22.5 2 11.1 16 25.8
b 16 20.0 4 22.2 12 19.4
 12 15.0 5 27.8 7 11.3
M 15 18.8 6 33.3 9 14.5

会話 （できる） 56 70.0 4 22.2 52 83.9  a
歯磨き自立度 自立 14 17.5 0 0.0 14 22.6  a

一部介助 29 36.3 1 5.6 28 45.2
全介助 37 46.3 17 94.4 20 32.3

食事介助 自立 40 50.0 1 5.6 39 62.9  a
一部介助 13 16.3 2 11.1 11 17.7
全介助 27 33.8 15 83.3 12 19.4

生活自立度，認知症高齢者の日常生活自立度， : P＜0.05, : P＜0.001, n.s.: not signiˆcant, a: x2-test, b: Mann-Whitney U test
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過敏症状あり群の方が有意に，機能歯数が少な

く，義歯の使用率，舌の口腔内細菌数レベル，開口

できる者の割合，開口度，うがいができる者，水分

摂取時にとろみ剤を使用しない者，むせがない者，

口腔内残留物がない者，嚥下状態が良好である者の

割合が低かった（表 2）。
. 栄養に関する情報

全対象者の栄養摂取方法は経口摂取の者が77人
（96.3），胃瘻が3人（3.8）であり，食形態が常

食の者は主食32人（41.6），副食24人（31.2）

であった。

また，過敏症状あり群の方が有意に BMI および

血清アルブミン値が低く，主食および副食の食形態

が常食である者の割合が低かった（表 3）。

 考 察

要介護高齢者への口腔のケアを困難にしている拒

否様行動の背景因子として，過敏症状が考えられ

る。障がい児における過敏症状についても発生のメ

カニズムは明らかとなっていない部分が多いが，刺

激に対して感覚運動系が適切に反応できないこと

に起因すると考えられている26)。要介護高齢者にお

ける過敏症状の実態についても同様に十分明らかに

されていなかった。過敏症状を有すると全身にどの

ような影響があるのか実態を把握することは，口腔

のケアだけでなく，日常生活のケアを行う上でも重

要と考える。そこで本調査では，顔面および口腔内

に過敏症状を有する要介護高齢者の日常生活動作を

含む基礎情報，口腔および栄養状態の実態を把握す

ることを目的に，要介護高齢者の実態調査を行った。

基本情報に関して，過敏症状あり群は過敏症状な

し群と比べて，年齢および認知症の有無に差は認め

られなかったが，有意に要介護度が高く，生活自立

度が低下しており，会話が困難な者が多いという結

果であった。すなわち過敏症状を有する者は，Ac-
tivities of Daily Living（以下，ADL）が低下してい

る者が多かった。

口腔に関して，現在歯数は，過敏症状あり群と過

敏症状なし群との間に有意差は認められず，過敏症

状あり群の方が，機能歯数および義歯の使用が有意

に低かった。口腔内の過敏症状の影響で義歯を装着

できなくなったのか，義歯を使用する機会が減った

ことで過敏症状が出現したのかは不明だが，過敏症

状の出現は，義歯の使用と関連があることが示唆さ
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表 過敏症状の有無による群間比較（口腔に関する情報)

全 体 過敏症状あり群 過敏症状なし群
P 値 test

Mean±SD Median n  Mean±SD Median n  Mean±SD Median n 

現在歯数 （歯） 6.8±9.0 2 3.9±6.9 0 7.6±9.4 2 n.s. b
機能歯数 （歯） 21.2±10.7 28 10.1±11.7 6 24.4±7.9 28  b
義歯の使用 （あり） 53 66.3 6 33.3 47 75.8  a
口腔清掃度 2.5±1.4 2.6 1.9±2.1 1.3 2.7±1.1 2.8 n.s. b
口臭 2.2±1.0 2 2.5±1.0 2 2.2±1.0 2 n.s. b

0臭いなし 0 0.0 0 0.0 0 0.0
1非常に軽度 21 26.3 2 11.1 19 30.6
2軽度 30 37.5 9 50.0 21 33.9
3中等度 20 25.0 4 22.2 16 25.8
4強度 7 8.8 2 11.1 5 8.1
5非常に強い 2 2.5 1 5.6 1 1.6

口腔内細菌数
レベル

（舌） 4.2±1.2 4 3.5±1.4 3.5 4.3±1.1 4  b
（歯頚部） 3.5±1.2 3 3.9±1.3 4 3.4±1.1 3 n.s. b

口腔乾燥度 1.4±0.8 1 1.5±0.9 1 1.3±0.8 1 n.s. b
0正常 7 8.8 2 11.1 5 8.1
1軽度 46 57.5 8 44.4 38 61.3
2中等度 17 21.3 5 27.8 12 19.4
3重度 10 12.5 3 16.7 7 11.3

開口 （できる） 68 85.0 9 50.0 59 95.2  a
開口度 （mm） 27.6±10.1 28 56 70.0 12.8±8.7 13.0 5 27.8 29.0±9.1 30.0 51 82.3  b
口腔ケア回数 （回/1 日） 2.5±0.9 3 2.7±0.8 3 2.4±0.9 3 n.s. b
うがい （できる） 57 71.3 5 27.8 52 83.9  a
とろみ剤の使用（あり） 25 31.3 13 81.3 12 19.7  a
嚥下状態 良好 50 62.5 4 25.0 46 75.4  a

時々むせる 25 31.3 12 75.0 13 21.3
困難 5 6.3 0 0.0 2 3.3

むせ （あり） 34 42.5 15 93.8 19 31.1  a
食べこぼし （あり） 40 50.0 11 68.8 29 47.5 n.s. a
口腔内残留物 （あり） 43 53.8 14 87.5 29 47.5  a

とろみ・むせ・食べこぼし・口腔内残留物・嚥下状態は，経口摂取人数中の割合を表示。

: P＜0.05, : P＜0.001, n.s.: not signiˆcant, a: x2-test, b: Mann-Whitney U test

表 過敏症状の有無による群間比較（栄養に関する情報)

全 体 過敏症状あり群 過敏症状なし群
P 値 test

Mean±SD Median n  Mean±SD Median n  Mean±SD Median n 

BMI 19.8±3.0 19.7 18.5±2.0 18.0 20.2±3.1 20.0  b
血清アルブミン値（g/dL） 3.5±0.4 3.5 3.3±0.4 3.3 3.6±0.3 3.6  b
栄養摂取方法 経口摂取 77 96.3 16 88.9 61 98.4 n.s. a

胃瘻 3 3.8 2 11.1 1 1.6
主食形態 （常食） 32 41.6 1 6.3 31 50.8  a
副食形態 （常食） 24 31.2 0 0.0 24 39.3  a

BMI, Body Mass Index, : P＜0.05, : P＜0.001, n.s.: not signiˆcant, a: x2-test, b: Mann-Whitney U test
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れた。

また，過敏症状あり群は過敏症状なし群と比べ

て，歯磨き自立度，うがいおよび開口できる者の割

合が有意に低いことが明らかとなった。これらは，

過敏症状を有する者への口腔のケアを困難にしてい

る要因の一つと考えられる。一方，舌の口腔内細菌

数レベルは過敏症状あり群で有意に低かった。

BMI やアルブミン値の低値にみられる栄養状態の

低下から，舌背粘膜の乳頭が萎縮傾向にあり舌苔が

付着しづらくなった可能性が示唆された。本調査で

は舌背粘膜の乳頭の萎縮については調査していなか

ったことから，今後調査を行う場合には調査項目と

して検討する必要があると思われた。

栄養摂取方法に関して，過敏症状の有無に差は認
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められず，田村らの報告と同様の結果となっ

た11,15)。しかし，経口摂取者の食形態の比較では，

過敏症状あり群は，主食および副食とも常食以外の

形態で摂取している者の割合が有意に高いことが明

らかとなった。また，過敏症状あり群の方が，うが

いをできない者の割合，食事中にむせが見られる者

の割合が有意に高く，摂食嚥下機能の低下が推察さ

れた。因果関係は不明だが，口腔機能や食形態が低

下したことによる，口腔領域への刺激の減少と過敏

症状の出現の関連を示唆するものと考える。さら

に，過敏症状あり群の方が口腔内残留物のある者の

割合が有意に高かったことから，過敏症状があるこ

とで口腔内の動きが減少し，摂食嚥下機能の低下を

助長している可能性も示唆された。

栄養に関しては過敏症状あり群の BMI および血

清アルブミン値が有意に低く，栄養状態の低下が推

察された。新生児および乳児期において長期絶食後

に摂食を拒否する者は，口腔の過敏症状が有意に多

かったという報告がある17)。要介護高齢者において

も過敏症状は摂食状態と関連すると推察される。栄

養状態が悪化すると，口腔粘膜の代謝の低下，脆弱

化および治癒遅延等により，さらに過敏症状が引き

起こされる可能性もある。以上より，過敏症状を有

する者の栄養状態を改善することで過敏症状が改善

する可能性があり，過敏症状を有する者への食形態

や食支援への配慮や，詳細な栄養状態の評価は過敏

症状を改善するための対策を検討する上で，極めて

重要と考える。

本研究の限界として，過敏症状の判定基準につい

て，要介護者を対象とした論文11)および障がい児を

対象とした論文12,13)を参考としたが，要介護高齢者

の過敏症状は反応が明確ではなく，拒否反応との区

別が難しい。本調査では，調査員の判定が一致しな

かったことや拒否反応を示した者はいなかったが，

過敏症状によって引き起こされる，口唇をすぼめて

手指の挿入を防ぐ，手指を吸引する，といった様々

な反応を考慮してより具体的な要介護高齢者におけ

る判断基準を確立する必要がある。また，本調査は

横断調査であるため，過敏症状の出現と ADL や口

腔機能の低下などの因果関係を示すことができてい

ない。過敏症状の出現と本調査で明らかとなった関

連因子との因果関係などを検討するためには，対象

者数を増やし，観察研究を実施する必要があると考

える。また，過敏症状と認知症との関連については

今まで報告されていないが，本調査で要介護度にお

いて有意差が認められたことから，認知症の重症度

による影響も考えられる。本調査では重症度に関す

る指標を調査していなかったため，過敏症状と認知

機能についてはさらに検討していく必要がある。

以上の結果から，過敏症状を有する者は ADL，
摂食嚥下機能，栄養状態が低下していた。摂食嚥下

機能や栄養状態改善のためには，過敏症状を消失さ

せる必要があり，反対に過敏症状を改善するには，

摂食嚥下機能を改善し，栄養状態を改善する必要が

ある。それらを改善すれば，ADL 向上に貢献でき

ると考える。今後，過敏症状を消失させるための手

技や効果を検討するために介入調査を行う必要があ

る。

 結 語

顔面や口腔内に過敏症状を有する者は，要介護度

が高く，生活自立度が低かったことから，ADL が

低下していることが明らかとなった。また，摂食嚥

下機能および栄養状態が低下していることから，過

敏症状に配慮した口腔のケアおよび食支援が必要で

あることが示唆された。

本調査の要旨は第73回日本公衆衛生学会総会（栃木）

にて発表した。なお，本調査に関して開示すべき COI 関
係にある企業などはない。

(
受付 2017. 1.24
採用 2017. 4.13)
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Oral function and nutritional status among the elderly with facial and
oral tactile hypersensitivity who are under long-term care

Maki SHIROBE, Rena NAKAYAMA2, Hirohiko HIRANO3, Yuki OHARA4,
Keiko ENDO4, Yutaka WATANABEand Chiyoko HAKUTA5

Key wordstactile hypersensitivity, the elderly in long-term care, oral health care, dementia, swallowing
function, nutritional status

Objective In oral health care, a refusal action can cause di‹culties, and tactile hypersensitivity (TH) may
be a contributing factor. People with TH of the face and mouth clench their jaws. Despite numerous
reports on TH among children with disabilities, reports on TH in the elderly who are under long-
term care are scarce. The purpose of this study was to investigate TH among the elderly who are un-
der long-term care.

Methods We selected 80 residents (8 men and 72 women; mean age: 91.1±6.2y) in a Tokyo nursing home
and investigated the presence of TH in them. We also obtained patients' (1) basic information (sex,
age, stage of long-term care needs (SCN), and the degree of independent living (IL)); (2) oral
information (swallowing status, choking tendency, and intraoral residue); and (3) nutritional infor-
mation (serum albumin (Alb) levels and body mass index (BMI)). We assessed the face (the fore-
head, cheek, and perioral area) and the intraoral environment (buccal mucosa, buccal cavity, and
palate) as testing sites for TH, using the tester's palm and foreˆnger. We conˆrmed the presence of
TH when the tested areas reacted partially or fully by shuddering. We classiˆed the subjects into 2
groups based on the presence or absence of TH and analyzed our results using a chi-square test and
Mann-Whitney U test. This investigation was approved by the Dentistry Ethics Screening Commit-
tee, Tokyo Medical and Dental University.

Results A total of 18 residents were diagnosed with TH (22.5). Signiˆcant diŠerences in SCN, IL,
choking tendency, intraoral residue, swallowing status, serum Alb levels, and BMI (P＜0.05) were
reported between this group and the non-TH group.

Conclusion We demonstrated that residents with TH were in an advanced SCN and had a lower IL score
and a decreased swallowing and nutritional status. Therefore, oral health care, promotion of nutri-
tional status, and meal support are particularly important for the elderly with TH.
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